
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年９月14日

【四半期会計期間】 第64期第２四半期（自　2022年５月１日　至　2022年７月31日）

【会社名】 株式会社オーエムツーネットワーク

【英訳名】 OM₂ Network Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　大越　勤

【本店の所在の場所】 東京都港区芝大門２丁目４番７号

【電話番号】 ０３（５４０５）９５４１

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　森田　竜太郎

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝大門２丁目４番７号

【電話番号】 ０３（５４０５）９５４１

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　森田　竜太郎

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社オーエムツーネットワーク(E03317)

四半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第64期
第２四半期連結

累計期間
第63期

会計期間
自2021年２月１日
至2021年７月31日

自2022年２月１日
至2022年７月31日

自2021年２月１日
至2022年１月31日

売上高 （千円） 13,989,769 15,298,222 29,724,487

経常利益 （千円） 520,724 616,306 1,307,868

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 290,448 416,438 972,580

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 313,123 414,267 973,648

純資産額 （千円） 13,967,121 14,880,389 14,627,646

総資産額 （千円） 18,116,314 18,759,540 18,255,372

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 43.16 61.88 144.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.1 79.3 80.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 237,304 907,646 973,016

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △691,907 179,436 △516,012

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 27,500 △199,472 △10,036

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 8,346,168 10,107,849 9,220,238

 

回次
第63期

第２四半期連結
会計期間

第64期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自2021年５月１日
至2021年７月31日

自2022年５月１日
至2022年７月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 16.39 29.23

　（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、今後の経過によっては当社グループの事業活動及び収益確保に影

響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束期待があったものの、変異

株の急速な拡大に加え、ロシアによるウクライナ侵攻から政情不安も拡がり、また原材料及びエネルギー価格の上

昇や為替相場の急激な変動等、国内・海外経済ともに不透明な状況と厳しい事業環境が続くと見込まれます。

　当社グループ中核事業の属する食品小売業界におきましては、取り扱う商品が国民の毎日の生活にとって欠かせ

ない必需品であるものの、３月にまん延防止等重点措置の解除による家庭需要の縮小や、依然として続く労働力不

足や人件費の上昇や原料相場の高騰、物流費の増加等に加え、更に不透明な状況が続いております。

　このような中で当社グループは、昨年来より政府や自治体による新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に関

わる様々な要請に応えるとともに、従業員の健康と安全管理の徹底を最優先したうえで、お客様のニーズに応える

べく店舗運営を行ってまいりました。食肉等の小売業においては、感染拡大が続く中、まず店舗の営業を継続すべ

く人員確保等に努めてまいりました。お客様満足度の向上や品質管理の徹底等の諸施策を実施し、今後もお客様に

安全に安心して食品をお買い物いただくことができるよう日々の店舗運営維持を図ってまいります。

　外食業にあっては、まん延防止等重点措置により、首都圏や他の大都市圏における多くの店舗が時短営業を余儀

なくされる事態となりましたが、３月の解除後は行動制限もないことから回復基調となったものの、新型コロナウ

イルス感染症拡大第７波の影響もあり、今後も当事業を取り巻く環境は、厳しい状態が続くものと想定していま

す。今後もお客様と従業員の安全の前提のもと、ソーシャルディスタンスの確保や消毒の徹底等店舗における感染

予防策を徹底した上で営業を継続していく方針です。なお、上記休業や時短営業に伴う助成金や協力金の収入は補

助金収入、損失は店舗休止等損失として計上しております。

　以上により、当第２四半期連結累計期間の売上高152億98百万円（前年同期比9.4％増）、営業利益は５億87百万

円（同35.0％増）、経常利益は６億16百万円（同18.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億16百万円

（同43.4％増）となりました。

 

　営業の概況をセグメント別に記述すると以下の通りであります。

 

「食肉等の小売業」

　当第２四半期連結累計期間の開店は２店、閉店は３店であり、その結果、当第２四半期連結会計期間末の店舗数

は148店になりました。内訳は食肉小売店136店（前期末比１店減少）、惣菜小売店12店であります。当セグメント

を取り巻く環境は上記記載の通りで、前年同期では、損益取込期間が短い(株)マルチョウ神戸屋の影響もあり、売

上高は121億58百万円（前年同期比2.7％増）となりました。営業利益については、原料相場の高騰等の影響を受け

７億16百万円（同5.2％減）となりました。尚、本事業を管轄する子会社２社の当第２四半期連結累計期間は以下

となっています。

(株)オーエムツーミート                            2022年２月１日～2022年７月31日

(株)マルチョウ神戸屋                              2021年11月１日～2022年４月30日

 

「外食業」

　当第２四半期連結累計期間の開閉店はなく、当第２四半期連結会計期間末の店舗数は41店になりました。当セグ

メントを取り巻く環境は、上述の通り、新型コロナウイルス問題の影響が緩和の兆しもあり、売上高は31億40百万

円（前年同期比46.1％増）、営業損失３百万円（前年同期は営業損失２億２百万円）となりました。尚、本事業を

管轄する子会社２社の当第２四半期連結累計期間は以下となっています。

(株)オーエムツーダイニング(ステーキレストラン事業) 2021年12月１日～2022年５月31日

(株)焼肉の牛太(焼肉・しゃぶしゃぶ事業)             2022年１月１日～2022年６月30日
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（２）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は130億10百万円となり、前連結会計年度末に比べ、５億86百万

円増加いたしました。これは主に現金及び預金が５億90百万円増加したこと等によるものです。固定資産は57億48

百万円となり、前連結会計年度末に比べ、82百万円減少いたしました。この結果、総資産は187億59百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ、５億４百万円増加いたしました。

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は33億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ、３億38百万円

増加いたしました。これは未払法人税等が１億５百万円増加したこと等によるものです。固定負債は５億63百万円

となり、前連結会計年度末に比べ、86百万円減少いたしました。これは長期借入金が76百万円減少したこと等によ

るものです。この結果、負債の部は、38億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ、２億51百万円増加いたしま

した。

　当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は148億80百万円となり、前連結会計年度末に比べ、２億52百

万円増加いたしました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から

８億87百万円増加し、101億７百万円となりました。

 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は９億７百万円（前年同期は２億37百万円の

獲得）となりました。これは、法人税等の支払額１億68百万円、売上債権の増加１億７百万円があったものの、税

金等調整前四半期純利益６億66百万円、減価償却費１億53百万円が寄与したこと等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果得られた資金は１億79百万円（前年同期は６億91百万円の

使用）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出１億17百万円があったものの、定期預金の払戻によ

る収入２億97百万円が寄与したこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果使用した資金は１億99百万円（前年同期は27百万円の獲

得）となりました。これは、配当金の支払額１億61百万円があったこと等によるものです。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,280,000

計 17,280,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年７月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年９月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,335,634 7,335,634
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 7,335,634 7,335,634 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年５月１日～ 

2022年７月31日
－ 7,335,634 － 466,700 － 1,529,877
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（５）【大株主の状況】

  2022年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

エスフーズ株式会社 兵庫県西宮市鳴尾浜１－22－13 3,584,400 53.26

オーエムツーネットワーク取引先持

株会
東京都港区芝大門２－４－７ 490,300 7.29

丸本　敦 徳島県海部郡海陽町 216,456 3.22

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR：

FIDELITY SR INTRINSIC

OPPORTUNITIES FUND

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

215,600 3.20

株式会社エム 徳島県海部郡海陽町大井大谷41 170,500 2.53

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

95,586 1.42

STATE STREET BANK AND TRUST

CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02

505002

（常任代理人 株式会社みずほ銀

行）

100 KING STREET WEST，SUITE 3500，PO

BOX 23 TORONTO，ONTARIO M5X 1A9

CANADA

（東京都港区港南２－15－１）

95,000 1.41

日本ハム株式会社 大阪府大阪市北区梅田２－４－９ 89,700 1.33

ハニューフーズ株式会社 大阪府大阪市中央区南船場２－11－16 72,000 1.07

伊藤ハム株式会社 兵庫県神戸市灘区備後町３－２－１ 72,000 1.07

計 － 5,101,542 75.80

（注）上記のほか当社所有の自己株式605,419株(8.25％)があります。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2022年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－
権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式普通株式 605,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,728,600 67,286 同上

単元未満株式 普通株式 1,634 － 同上

発行済株式総数  7,335,634 － －

総株主の議決権  － 67,286 －

（注）　上記完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式300株（議決権の数３個）が含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

    2022年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合（％）

株式会社オーエムツー

ネットワーク

東京都港区芝大門

２－４－７
605,400 － 605,400 8.25

計 － 605,400 － 605,400 8.25

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年５月１日から2022

年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年２月１日から2022年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,617,782 10,207,849

受取手形及び売掛金 360,742 397,559

テナント未収入金 1,441,481 1,512,418

商品及び製品 508,373 485,967

原材料及び貯蔵品 33,557 37,903

未収入金 315,770 262,860

その他 147,560 108,420

貸倒引当金 △1,222 △1,985

流動資産合計 12,424,046 13,010,993

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,850,818 3,881,386

減価償却累計額 △2,341,544 △2,393,768

建物及び構築物（純額） 1,509,273 1,487,618

機械装置及び運搬具 492,052 511,009

減価償却累計額 △341,550 △355,821

機械装置及び運搬具（純額） 150,501 155,187

土地 582,212 582,212

その他 2,095,601 2,113,728

減価償却累計額 △1,721,165 △1,761,331

その他（純額） 374,436 352,397

減損損失累計額 △823,868 △872,327

有形固定資産合計 1,792,556 1,705,088

無形固定資産   

のれん 257,852 227,516

その他 95,440 88,212

無形固定資産合計 353,292 315,729

投資その他の資産   

投資有価証券 2,379,311 2,377,820

長期貸付金 36,355 30,889

退職給付に係る資産 151,563 163,904

繰延税金資産 91,561 124,693

敷金及び保証金 1,000,735 999,279

その他 37,829 43,022

貸倒引当金 △11,880 △11,880

投資その他の資産合計 3,685,476 3,727,729

固定資産合計 5,831,326 5,748,547

資産合計 18,255,372 18,759,540
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年７月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,786,117 1,764,512

１年内返済予定の長期借入金 124,375 162,659

未払金 344,724 338,291

未払法人税等 144,101 250,074

賞与引当金 91,187 119,323

その他 487,190 681,185

流動負債合計 2,977,697 3,316,047

固定負債   

長期借入金 190,682 114,208

退職給付に係る負債 52,712 54,215

役員退職慰労引当金 72,118 58,618

資産除去債務 252,453 249,986

その他 82,062 86,075

固定負債合計 650,028 563,103

負債合計 3,627,725 3,879,150

純資産の部   

株主資本   

資本金 466,700 466,700

資本剰余金 1,391,999 1,391,999

利益剰余金 13,218,363 13,473,276

自己株式 △597,619 △597,619

株主資本合計 14,479,442 14,734,355

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 124,764 125,101

退職給付に係る調整累計額 23,439 20,931

その他の包括利益累計額合計 148,204 146,033

純資産合計 14,627,646 14,880,389

負債純資産合計 18,255,372 18,759,540
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年２月１日
　至　2021年７月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年２月１日
　至　2022年７月31日)

売上高 13,989,769 15,298,222

売上原価 8,756,525 9,481,554

売上総利益 5,233,244 5,816,667

販売費及び一般管理費 ※１ 4,798,534 ※１ 5,229,628

営業利益 434,709 587,038

営業外収益   

受取利息 376 1,154

受取配当金 1,398 1,376

持分法による投資利益 58,549 660

家賃収入 2,155 2,064

協賛金収入 18,769 17,020

受取手数料 459 459

その他 5,400 8,940

営業外収益合計 87,108 31,676

営業外費用   

支払利息 118 270

不動産賃貸原価 125 130

その他 848 2,007

営業外費用合計 1,092 2,408

経常利益 520,724 616,306

特別利益   

有形固定資産売却益 － 1,088

受取補償金 1,381 －

補助金収入 ※２ 270,498 ※２ 159,808

特別利益合計 271,879 160,897

特別損失   

有形固定資産売却損 69 －

有形固定資産除却損 218 3,879

減損損失 19,939 67,362

店舗閉鎖損失 615 444

店舗休止等損失 ※３ 216,678 ※３ 39,201

特別損失合計 237,521 110,887

税金等調整前四半期純利益 555,083 666,316

法人税、住民税及び事業税 172,357 279,240

法人税等調整額 92,276 △29,362

法人税等合計 264,634 249,878

四半期純利益 290,448 416,438

親会社株主に帰属する四半期純利益 290,448 416,438
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年２月１日
　至　2021年７月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年２月１日
　至　2022年７月31日)

四半期純利益 290,448 416,438

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,545 7,017

退職給付に係る調整額 △562 △1,204

持分法適用会社に対する持分相当額 9,691 △7,982

その他の包括利益合計 22,674 △2,170

四半期包括利益 313,123 414,267

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 313,123 414,267
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2021年２月１日
　至　2021年７月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年２月１日
　至　2022年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 555,083 666,316

減価償却費 192,836 153,051

減損損失 19,939 67,362

のれん償却額 15,360 30,335

貸倒引当金の増減額（△は減少） △413 763

受取利息及び受取配当金 △1,775 △2,530

支払利息 118 270

持分法による投資損益（△は益） △58,549 △660

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △13,052 △14,182

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △92 1,503

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,639 28,135

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,841 △13,499

有形固定資産除却損 218 3,879

有形固定資産売却損益（△は益） 69 △1,088

受取補償金 △1,381 －

補助金収入 △270,498 △159,808

売上債権の増減額（△は増加） 384,208 △107,753

棚卸資産の増減額（△は増加） △192,431 18,060

仕入債務の増減額（△は減少） 154,074 △21,605

その他 △260,613 184,734

小計 566,584 833,283

利息及び配当金の受取額 1,775 2,530

利息の支払額 △118 △270

補償金の受取額 1,381 －

補助金の受取額 193,808 204,808

法人税等の支払額 △608,167 △168,228

法人税等の還付額 82,040 35,523

営業活動によるキャッシュ・フロー 237,304 907,646

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 297,544

有形固定資産の取得による支出 △178,623 △117,702

有形固定資産の売却による収入 4,750 1,088

投資有価証券の取得による支出 △720 △702

投資有価証券の売却による収入 － 5,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△513,095 －

短期貸付けによる支出 △180 △100

短期貸付金の回収による収入 － 310

長期貸付金の回収による収入 5,406 6,466

資産除去債務の履行による支出 △3,695 △1,670

敷金及び保証金の差入による支出 △11,859 △3,132

敷金及び保証金の回収による収入 17,800 2,588

その他 △11,689 △10,255

投資活動によるキャッシュ・フロー △691,907 179,436

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △11,248 △38,190

配当金の支払額 △161,251 △161,282

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,500 △199,472

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △427,102 887,610

現金及び現金同等物の期首残高 8,773,271 9,220,238

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,346,168 ※ 10,107,849
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりますが、これによる、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載

しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

　これによる、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む

仮定について、重要な変更はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

(自 2021年２月１日

　至 2021年７月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2022年２月１日

　至 2022年７月31日)

給与手当等 1,863,240千円 2,050,375千円

テナント経費 909,759 905,685

地代家賃 396,614 495,890

賞与引当金繰入額 104,423 113,067

退職給付費用 28,824 31,300

役員退職慰労引当金繰入額 1,841 2,243

 

※２ 補助金収入

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金や時短協力金等を補助金収入

として特別利益に計上しております。

 

※３ 店舗休止等損失

　新型コロナウイルス感染症に対する政府・自治体からの各種要請等を踏まえ、店舗の臨時休業や時短営業等の

営業停止期間が発生しました。当該期間中に発生した固定費（人件費、賃借料、減価償却費等）を店舗休止等損

失として特別損失に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年２月１日
至　2021年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年２月１日
至　2022年７月31日）

現金及び預金勘定 8,743,705千円 10,207,849千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △397,537 △100,000

現金及び現金同等物 8,346,168 10,107,849
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年２月１日　至　2021年７月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

 基準日  効力発生日 配当の原資

 2021年４月28日

 定時株主総会
 普通株式 161,525 24 2021年１月31日 2021年４月30日  利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年２月１日　至　2022年７月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

 基準日  効力発生日 配当の原資

 2022年４月27日

 定時株主総会
 普通株式 161,525 24 2022年１月31日 2022年４月28日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年２月１日　至2021年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
食肉等の
小売業

外食業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 11,840,617 2,149,151 13,989,769 － 13,989,769

セグメント間の内部売上高又は

振替高
2,700 33,670 36,370 △36,370 －

計 11,843,317 2,182,822 14,026,140 △36,370 13,989,769

セグメント利益又は損失（△） 755,983 △202,104 553,879 △119,170 434,709

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△119,170千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない人件費及び一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「食肉等の小売業」及び「外食業」において、損益及びキャッシュ・フローが断続的にマイナスと

なっている店舗及び閉鎖を決定した店舗の店舗設備の一部資産について、減損損失を認識しました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において「食肉等の小売業」9,099千

円、「外食業」10,839千円です。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年２月１日　至2022年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
食肉等の
小売業

外食業 合計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 12,158,132 3,140,090 15,298,222 － 15,298,222

外部顧客への売上高 12,158,132 3,140,090 15,298,222 － 15,298,222

セグメント間の内部売上高又は

振替高
2,700 29,724 32,424 △32,424 －

計 12,160,832 3,169,814 15,330,646 △32,424 15,298,222

セグメント利益又は損失（△） 716,518 △3,094 713,423 △126,384 587,038

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△126,384千円は、各報告セグメントに配分していない全

社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない人件費及び一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「食肉等の小売業」及び「外食業」において、損益及びキャッシュ・フローが断続的にマイナスと

なっている店舗及び閉鎖を決定した店舗の店舗設備の一部資産について、減損損失を認識しました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において「食肉等の小売業」56,959千

円、「外食業」10,402千円です。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年２月１日
至　2021年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年２月１日
至　2022年７月31日）

１株当たり四半期純利益 43円16銭 61円88銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
290,448 416,438

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
290,448 416,438

普通株式の期中平均株式数（株） 6,730,215 6,730,215

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年９月13日

株式会社オーエムツーネットワーク

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安井　康二

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉田　直樹

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オーエ

ムツーネットワークの2022年２月１日から2023年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年５月１

日から2022年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年２月１日から2022年７月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オーエムツーネットワーク及び連結子会社の2022年７月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

※１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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